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社会保障審議会年金部会パート労働者の厚生年金適用に関するワーキンググループ 

からのヒアリングに対する協会の主張ポイント 
 

【現況】人材派遣業界には、すでに 50000 ヵ所近い事業所が存在し、20000 社程の法人*
が存在する。 

    特定労働者派遣事業では（常用雇用者の派遣を行うので）、社会・雇用保険の加入

は必然的な手続きとなる。そこでこれを今回の議論から除外し、一般労働者派遣

事業に限ってみれば、事業所約 20000 ヵ所、法人約 15000 社*となる。 
    当協会の会員数は、平成 19 年 1 月 22 日時点で 714 社であるが、このほとんど全

ては一般労働者派遣事業を営み、同事業総売上（3 兆 3263 億円*）の 2/3 を占めて

いる。これらの会員には、従来から社会・雇用保険の加入を厳格に行うよう指導

に努めている。これにより、会員各社も適用対象者の 100％加入（加入手続き中含

む）の実現に向いていると考える。 
    しかし、一般労働者派遣では、就業形態が極めて多岐に渡り、ケースごとに適用

判断が難しいことも多い。また、就業場所が派遣先となるので年金手帳の回収な

どが円滑にいかないことも多い。 
注）*は、2006 年度の厚生労働省の事業報告集計の数字。他は直近の数字。 
 
参考資料１：厚生労働省労働力需給制度についてのアンケート調査（2004 年 10～11 月調査） 

 
■１週間の所定労働時間（残業時間は含まない） 

 
■現在の派遣先で同一の業務に継続して派遣で働いている期間 
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■年間勤務日数 

 

 
参考資料２：人材派遣健康保険組合在籍者・既喪失者の在籍期間分布（2007 年 1 月 17 日時点） 
 

【被保険者（任意継続被保険者除く）】   

在籍期間 在籍者 割合 既喪失者数 割合

１ヶ月未満 14,984 人 3.74% 27,022 人 4.36%

１～３ヶ月未満 40,604 人 10.15% 96,923 人 15.65%

３～６ヶ月未満 53,396 人 13.34% 130,055 人 20.99%

６～９ヶ月未満 45,418 人 11.35% 94,580 人 15.27%

９～１２ヶ月未満 46,751 人 11.68% 82,623 人 13.34%

１２～１５ヶ月未満 23,577 人 5.89% 41,086 人 6.63%

１５～１８ヶ月未満 24,005 人 6.00% 34,327 人 5.54%

１８～２１ヶ月未満 18,649 人 4.66% 29,671 人 4.79%

２１～２４ヶ月未満 40,149 人 10.03% 24,324 人 3.93%

２４～２７ヶ月未満 9,741 人 2.43% 13,097 人 2.11%

２７～３０ヶ月未満 12,257 人 3.06% 10,702 人 1.73%

３０～３３ヶ月未満 7,973 人 1.99% 8,367 人 1.35%

３３～３６ヶ月未満 17,315 人 4.33% 8,232 人 1.33%

３６～４２ヶ月未満 11,081 人 2.77% 9,038 人 1.46%

４２～４８ヶ月未満 11,560 人 2.89% 5,597 人 0.90%

４８ヶ月超 22,737 人 5.68% 3,820 人 0.62%

計 400,197 人   619,464 人   

平均在籍日数 513.2 日   316.8 日   

     

在籍被保険者数（任意継続被保険者含む） 413,149 人  

２００２年５月１日からの在籍者数 16,589 人 4.02%
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参考資料３：総務省統計局「就業構造基本調査」2002 年 
 
■年間収入階級別就業者の構成比 

 
 
【主張】 
①厚生年金の適用対象になる、週の労働時間を 20 時間とすることには反対である。 
 ○現状、パート労働で働く派遣労働者（以下、パート型派遣）は扶養控除枠で就労を希

望する者が多く、基準を下げることによる派遣労働者の加入希望は極めて少ないと思

われる。 
 ○基準を下げることで、加入を希望しない派遣労働者はむしろ加入対象とはならないよ

うな就労条件（週 20 時間未満）にシフトする傾向が強くなると思われる。 
  （週 20 時間未満でも、年間通じて扶養控除枠ギリギリまで就労は可能である） 
  このことは、結果として派遣先での労働効率を低下させ（1 人当たりの労働時間が減れ

ば、その分人数を増やさざるを得ないのは当然）、派遣元・先双方の労務管理を無用に

煩瑣にするだけであるし、労働者本人の労働意欲を著しく削ぐ結果となる。 
○週 20 時間とは、週 5 日勤務の 1 日 4 時間労働ないし、週 3 日勤務 1 日 8 時間労働など

のモデルが考えられる。2 ヵ月を超えると加入になるので、おそらく平成 17 年度の常

用雇用以外の労働者の常用換算数が約 63 万人（注）であることを考えると、この半数

程度（直観値）は新たな加入対象に入ってくるであろう。常用雇用労働者約 46 万人は
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もちろん、63 万人の内にも加入者はいるので、新基準での加入者は現行の加入者の約

1.5 倍にはなるかと思われる。この負担増分は、派遣料金上昇に繋がるが、派遣先がど

れほどの理解・協力を示すかは不明であり、とはいえ派遣元の営業利益内では吸収で

きないであろうから、必然的に原価の大半を占める派遣労働者の賃金設定に影響を及

ぼさざるを得ない。 
注）平成 17 年の常用雇用ではない労働者は約 193 万人であるが、期中に派遣労働を開始（終了）した

者や、週 30 時間以上労働の者などすでに加入中の者も存在する。 

 
②派遣元に雇用されているパート型派遣の形態は、通常のパート労働者の雇用条件に比べ   
 て極めて多様であることを理解いただきたい。 
○直接雇用し自社に就労させる通常のパート労働は、人数が多くても、就労形態は幾つ

かのパターンに集約されている。しかし、パート型派遣は、派遣先の希望就労形態に

沿って条件が設定される。（就業場所はもちろん、業務内容、時間、始業・就業時刻、

シフトの有無、必要とされる就労人数 等様々）ので、その形態は極めて多様である。 
  このため、事務処理は（適用判断も含めて）極めて煩瑣であり、多大な業務量となる。 
 
③厚生年金の適用基準は、健康保険、雇用保険と一本化して欲しい。 
 ○適用基準の多様化は、繰り返しになるが派遣元の手続きを煩瑣（＝複数回の手続き）

にして業務量を増加させる。また、派遣労働者の理解を得づらく円滑な加入手続きを

不可能にする。（例えば、年金手帳の提出を拒否される→その説得にかかる労力や、強

制加入におけるクレーム対応等） 
 
④適用基準の遵守においては、当協会の指導のみならず、関係省庁による厳しい監督をお

願いしたい。 
 ○当協会は会員に対して、社会保険、雇用保険に関する法律や関係省庁の指導を厳格に

遵守するよう求めていく。 
 ○しかし、当協会には、保険適用が遵守されているかどうかの調査権はないので、関係

省庁には、派遣各社に厳格・公平な調査・監督をお願いしたい。 
 
※派遣における「パート労働者」の定義： 

派遣元に勤める正規従業員の所定労働時間より短時間で働く派遣先就労の派遣労働者 
 

以上 
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